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は　じ　め　７こ

　マルクスは恐慌というものが，どのような状態 ・状況において発生するのかという問

題を，労賃騰貴による資本の絶対的過剰生産というマルクスの言葉で説明した後，次の

ように述べる 。

　　 「それにもかかわらず，それは，過剰生産であろう 。資本は資本主義的生産過程の『健全な』

　『正常な』発展によっ て条件づけられているような搾取度，少なくとも使用資本の総量の増大に

　つれて利潤の総量を増加させるような搾取度，したが って，資本の増大と同程度の利潤率の低下

　を排除するような，または資本の増大よりも急速でさえある利潤率の低下を排除するような搾取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　度で，労働を搾取することはできなくなるであろうからである 。」

以上のマルクスの叙述から，搾取度の問題をとりあえず除いてみるならば，恐慌とい

うものが，杜会的な見地からみて，利潤率の低落を利潤量の増大で補えなくなる状況 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３）
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状態を示しているといえる。たとえぱ古典派（Ｊ ．Ｓ ．１ルなど）は，恐慌解明のための

問題関心を，利潤率低下と利潤量増大の関係に集中した。マルクスは，この利潤率低下

と利潤量増大の両者の関係を，「内的な矛盾」ではなく「外観上の矛盾」として把握し

たのであるが，このようなマルクスの説明が恐慌論研究上に持つ意義はどのようなこと

であろうか？

　本稿の課題は，利潤率の低下法則と恐慌とのかかわりを明確にするためには，『資本

論』第３巻第３編第１３章で問題となる利潤率低下と利潤量増大との「外観上の矛盾」の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
性格の確定が決定的だ，という考え方を提起することにある 。

　この「外観上の矛盾」と「内的な矛盾」の区別を明確にすることは，利潤率の低下法

則を基軸とする恐慌論を展開する論者によってもあまり注目されてこなかった。しかし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
このことは重要な問題であると筆者は考える 。

　まえもっ て中心的な解明点を述べておけぱ，利潤率低下と利潤量増大の二面的な法則

は， 蓄積が順調に行なわれるためには，利潤率低下を利潤量の増大で補わなけれぱなら

ないことを示しているのであるが，これは一つの「可能性」としてであ って，利潤率の

低下を利潤量の増大で補えない可能性も含んでいるのである。このような「可能性」は

資本主義的蓄積の一つの「限界」を示しているとはいえ，それはまさに可能性にとどま

るのであり ，より根本的には利潤率の低下を利潤量の増大で補えないことの現実性を説

明することであろう 。それは利潤率低下と利潤量増大という二つの外観上のあい矛盾す

る傾向を生じさせる資本の内的諸契機を明らかにすることなくしておこないえないこと
　　　４）
である 。

　そのための手順として，第一節では，利潤率低下法則と恐慌との関連を論じた諸説を

整理し，「外観上の矛盾」が指摘されてこなかったことによる問題点を析出する。第二

節では，低下法則の「外観上の矛盾」の性格を明確化する。第三節では，まずマルクス

の「外観上の矛盾」というカテゴリーの経済学上の性格を明確にするため，その使われ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
方を『資本論』第一巻と第二巻の範囲内において整理し，それをふまえて ，「１５章」で

の「内的な矛盾」との関連において，なぜマルクスかこのような＝「外観上の矛盾」を一

般的利潤率の傾向的低下の法則を理解するうえで論じる必要があったかという問題を解

明する 。

　恐慌の可能性を現実性に転化させる諸契機を追求することによっ て， 恐慌論を展開し

ようという考え方の枠組みは，『資本論』第３巻第３編を，恐慌の可能性を現実性に転

化させる諸契機を扱ったものと見故し，それ以前のｒ資本論』の展開の中から，恐慌の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４）
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可能性を取り出すということにな っている。本稿は，恐慌の可能性を現実性に乾化させ

る諸契機を追求してゆくという上述の両枠組みが，『資本論』第３巻第３編「利潤率の

傾向的低下の法則」全体のなかで「外観上の矛盾」と「内的な矛盾」の関係として提起

されているという論点を提出している 。

　　 １）Ｄａｓ Ｋａｐｉｔａ１皿 ，Ｓ２６６，新日本出版杜，『資本論』　４３５－４３６
．

　　 ２）マルクスの「外観上の矛盾」について，『資本論』第１巻の範囲内で，検討したものに ，

　　　鈴木茂「マルクスにおける『外観上の矛盾』の問題」（『人間と杜会の諸問題　　新制三十周

　　　年記念論文集　　』松山商科大学，１９７９）かある。この論文の最大の眼目は，ｒ外観上の矛

　　　盾」には，二つの型があることを示している点にある。それは，第一には，単なる「事態に

　　　対するわれわれの主観的な認識の陥る外観上の矛盾」であり ，第二には，「現実の矛盾の生

　　　み出す，現実の過程の，その本質的な関係の，転倒した現象形態」であり「現実の矛盾によ

　　　 って日毎に生み出される外観」からくる矛盾であるとする。そしてこの第二の外観上の矛盾

　　　については，単に媒介項を見いだすだけではなく ，その現象形態の必然性を明らかにする必

　　　要があると指摘している 。

　　 ３）　このような論点に注目する数少ない研究に，逢坂充『再生産と競争の理論』がある
。

　　 ４）恐慌論の展開において「限界」と「制限」のカテゴリーの相違が，本稿の理解と深く関わ

　　　 り， これを看過することはできないが，問題を煩雑化させないため，他稿に譲ることにした 。

第一節　低下法則と恐慌の関連

　一　「断絶説」と「直結説」

　第二次世界大戦後の日本において展開された恐慌論の諸説は，　般的利潤率の傾向的

低下の法則を恐慌と積極的に結びつける見解と ，その結びつきを否定する見解とに区分

けできる。本稿では，前者の説を「直結説」後者の説を「断絶説」と名付けることにす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）る。 以下において「直結説」「断絶説」のそれぞれの見解について整理を行なう
。

　まず「直結説」の代表格といえる宇高 ・南［１１をとりあげよう 。そこでは次のよう

に述べられている 。

　　 「杜会的総資本についてみれぼ…… 利潤率の低落と利潤量の増大とはともに不可避であり ，む

　しろこの契機は，労働の杜会的生産力の発展という同一の過程が蓄積過程で受け取る相互補足的

　＝対抗的な表現形態にほかならない。マルクスはだから，この『外観的に矛盾する二つの事柄の

　右の内的で必然的な連関』を利潤率低落の法則と規定したのである。したが って，この両契機の

　相互補足＝対抗関係こそ，利潤率低落の内的構造＝内部矛盾の基本規定をなすものというべきで

　あろう 。」（Ｐ２１）

（８５）
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　この見解は，『資本論』第３巻第３編第１５章の「内部対抗」の問題が，「内部矛盾の基

本規定」として先に示された第１３章の論理に包摂されるとし，「一般的利潤率の傾向的

低下の法則」を恐慌の原因とする「直結説」の立場に立った 。

　また，「断絶説」の代表格といってよい宇野弘蔵［２１の見解を見よう 。まず好況過

程で資本の有機的構成一定の蓄積が進展する結果，労働需要が労働供給に比して増大し

賃金率は上昇することを前提し，それを原因として利潤率が低落，その結果，資本の絶

対的過剰生産が発現するという基本線をｒ本質的関係」と捉える。しかしこのｒ本質的

関係」によっ て明らかにされた矛盾は，恐慌爆発寸前まで投機的な物価騰貴によっ て隠

蔽され，結果として，貸付資本の供給減少や回流遅延により利子率の上昇を引き起こし ，

利潤率と利子率との衝突という形により ，資本の絶対的過剰生産が一気に現象する ，と

した 。

　宇野弘蔵［２１は，『資本論』第３巻第３編第１５章「法則の内的諸矛盾の展開」に恐

慌との関連を見いだそうとしているのであるが，実際には，好況期の資本の有機的構成

不変という仮定のため，資本蓄積の進展とからめる見地（資本の有機的構成高度化を伴う蓄

積を重視する見地）から一般的利潤率の傾向的低下の法則と恐慌を結びつけて捉えること

はできなか った。その結果として，「利潤率の傾向的低下それ自身には恐慌を必然的に

もたらすような矛盾は存在しないのである。」宇野［３１（Ｐ２２８）と論じることとなり ，

「断絶説」に帰着することとな った 。

　これに対し林直道［４１は，このような「直結説」と「断絶説」の両極端をのりこえ ，

　般的利潤率の傾向的低下の法則に表現される矛盾の展開を次のように位置付ける 。

「資本蓄積→有機的構成高度化→利潤率低下　過剰資本形成という過程か，矛盾の深ま

りかかえ って，一時的には矛盾の解消という外観的連関を作り出し，そのあと結局にお

いて矛盾か顕現するというように，激動をつうじて　　循環をえかいて　　あらわれ ，

恐慌をつうじて周期的に実現される 。」（Ｐ２２８）そしてこの「過程として，内的に統一し

あっ た諸契機の外的自立化が，主体としての資本そのものの過剰化として現われる 。」

（Ｐ３９５－３９６）とのべ，一般的利潤率の傾向的低下の法則が恐慌を根拠づけるものである

と把握した。また他方で「現実的補填Ｃ（。）＞貨幣的補填Ｃ（１）」の矛盾が「Ｃ（。）：Ｃ（１）」に

還元されなけれぱならないことから恐慌を説明しようとするが，固定資本補填に関わる

作用の意義を，「利潤率，利子率，価格，等々の作用を，自己の体内にうげとめ，それ

を消化することによっ て， 諸力の相互作用を一定の方向に引きずり ，特定の軌道を与え

るもの」（Ｐ４０７，同上，Ｐ１３７）と把握している。それゆえ，林直道の見解は，単に，固定

（８６）
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資本の補填関係そのものに恐慌にいたる矛盾を見いだすところの見解と同一でありえな

いことは明らかである。通説的理解に立てば，林直道の見解が，固定資本の補填問題と
，

一般的利潤率の傾向的低下の法則の両者を，恐慌の発現過程に結びつけて理解しようと
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
した点を見落とすことになるだろう

。

　つづいて富塚良三［５１は「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の恐慌に対してもっ

意義を次のように説明する
。

　　 「蓄積→利潤率の低落→競争戦→さらなる蓄積→利潤率の一層の低落→競争戦の激化
，かくし

　　て結果が原因となり ，原因が結果となる。一方で，有効需要の資本制的制限をこえての生産の無

　制限的発展，すなわち，商品としての資本の全面的過剰生産，他方に資本そのものの絶対的過剰
　生産」（Ｐ１７２）

　このように「一般的利潤率の傾向的低下の法則」は，実現問題と賃金騰貴の二律背反

によっ て， 絶対的過剰生産に帰着させる蓄積を促進する要因として把握されている 。そ

れは，マルクスが競争戦によっ て利潤率の低下が進むのではなく ，利潤率低下によっ て

競争戦が引き起こされると述へている叙述をもっ て， 利潤率低下が競争を促進させる要

因であると把握し，「競争」の展開とからめてのみ「一般的利潤率の傾向的低下の法則」

を扱うという展開をとっ ている。このような　般的利潤率の傾向的低下の法則の競争論

的再編の立場は，恐慌論における「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の位置を不明確

なものにしているといえる。競争論的再編をめざし「資本一般」の範囲で，一般的利潤

率の傾向的低下の法則を位置付けることを断念しているという意味で，競争論的再編と

しての「断絶説」と口乎ぶことができる。また，以上の意味から，先に示した宇野説は ，

利子率と利潤率の衝突ということを問題とする点からみて，信用論的再編としての「断

絶説」と名づけられるであろう 。また，富塚良三［５１は次のように『資本論』第３巻

第３編第１５章を位置付ける 。

　　 「『資本論』第３巻第３編の第１５章は，『法則の内的諸矛盾の開展』と題されているが，それは ，

　『法則』自体のうちに含まれている『内的諸矛盾』の『開展』が論ぜられると解するよりは
，む

　しろ，（それ自体，資本制的生産の制限性の一表現たる）『利潤率の傾向的低下の法則』が作用し

　貫徹してゆく過程において，資本制的生産の『内的諸矛盾』が『開展』する。その『開展』の必

　然性と態様を明らかにするのが，この章の課題であると解するのが妥当である 。」（Ｐ１７３）

　このように「法則の内的諸矛盾の展開」という表題を，「資本制的生産の内的諸矛盾

の展開」と名付け変えて表現する見解は，井村喜代子［６１も同様である。このことか
らも ，この両説は，一般的利潤率の傾向的低下の法則と恐慌とを切断する見解であると

いえる。それから，富塚良三［５１井村喜代子［６１の両説は，「生産と消費の矛盾」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７）
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を指摘している点として有名な，『資本論』第３巻第３編第１５章の第一節「概説」と第

二節「生産拡大と価値増殖」を，どちらも「実現問題」を扱ったものと見る点で共通し

ている。このような第１５章の見方が，競争論的再編としての「断絶説」の立場をさらに

補強するものとな った 。

　続いて，先の林直道［４１の見解から，　般的利潤率の傾向的低下の法則か恐慌に結

びつかないとする見解を，一面的に引き出したのが井村喜代子［６１である。「生産力

の発展 ・資本の有機的構成の高度化による　般的利潤率の傾向的低下については，それ

が資本蓄積の『現実的運動』，産業循環の変動に対して直接作用を及ぽすようなもので

はないという旧稿の考えか一層強くな ったのみであ って，『般的利潤率の傾向的低下

の法則』といわれるものかいかに貫かれるかについては，いまなお疑問をのこしている

現状である。したが って，『恐慌 ・産業循環の理論』では，生産力の発展 ・資本の有機

的構成高度化による一般的利潤率の傾向的低下は，どこにも位置をしめていたい。」（Ｐ

２０２）このように述べて ，「第１５章は，正しくは生産力の発展過程における，資本制生産

の丁内的諸矛盾の展開』とすべきであり」，「第１５章の内容は利潤率の傾向的低落の問

題と直接結びついていない。」として，一般的利潤率の傾向的低下の法則と恐慌との関

連を切断した 。

　このような考えは，ｒ『利潤率の傾向的低下の法則』との関連というぱあい，それは ，

　般的利潤率か傾向的に低下することそれ自体の作用と直接関連を持つということであ

るのか，あるいは生産力発展　資本蓄積の進展過程と関連をもつということであるのか

が， はっきりしないという疑問から提出されてくる 。

　　 「この［利潤率の傾向的低下の法則』の規定自体，第１３章でも ，第１４章でも ，明確にされてい

　　るわけではなく ，二つの章では力点の置き方に差があるようである。そして，１５章においては ，

　生産力の発展にともない　般的利潤率が低下することそれ自体とともに，この利潤率低下をもた

　　らす生産力の発展，資本蓄積の増進過程に論及され，これら両者とならんて一これらのおのお

　　のとの関連が暖昧なままに一あらたに［実現』問題や［現存資本の減価』などの問題が取り上

　　げられていくのである。［実現』問題なと第１５章固有の諸問題か，資本の有機的構成の高度化に

　　ともなう　般的利潤率の傾向的低下それ自体の作用によっ て展開するとしうことと ，それら諸問

　　題が生産力の発展過程において展開するということとは，理論的に峻別すべきものであるが，第

　　１５章の論述では，両者の区別は決して明らかではない。第１５章を『この法則の内的な諸矛盾の展

　　開」と題したのがマルクス自身ではないとしても，右のような疑問が残るということは，第１５章

　　および第三編全体の内容に不明確な諸点が残されていることを意味する。以上の点を考慮に入れ

　　て， 以下の検討では，利潤率の低下それ自体の作用と ，生産力の発展過程において生じるという

（８８）
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　ことを，はっきりと区別することとする 。」（Ｐ１７２－１７３）

　井村の疑問は，それまでの恐慌論研究の展開状況からいって当然のものであり ，それ

はそれで問題点を鋭く突いたものであ った 。

　しかしそこから，直線的に，『資本論』第３巻第３編のなかの第１５章のマルクスの叙

述カミ，「不明確なもの」とはならないのであ って，問題としたけれぼならなかったのは ，

なによりもマルクス が， 第１３章では，「外観上の矛盾」と言い，第１５章では「内的な矛

盾」と呼んだ，そのことの内容についてであ った 。

　けれども ，一般的利潤率の傾向的低下の法則と ，『資本論』第３巻第３編第１５章にお

いて示されているような，生産力の発展過程において生じてくる諸問題を峻別するとい

う見解は，これ以後，通説的地位を占めることとなり ，一般的利潤率の傾向的低下の法

則そのものと ，その法則の内的な諸矛盾の展開として問題となる資本の諸契機との関連

を論理的に結びつけて理解するという方向性とは無関係なところへと議論は展開してい

くことにな った 。

　こうした新たな「断絶説」の展開は，マルクスが「一般的利潤率の傾向的低下の法

則」として論じている内容を，競争論的に再編するという問題意識のもとに，急速に新

たな装いを呈して登場してくることとなる 。

　その後，１９７０年代後半にいた って，このような立場に反対する見解が，「直結説」か

ら登場する。『資本論』第３巻第３編第１５章の第一 二節が「実現問題」をあつか った

ものと見る見解に対して，毛利明子［７１は，次のように自己の見解を対置する 。

　　 「マルクスは実現の問題として外観的に現われるものの本質を，資本の生産力の発展と蓄積が

　生み出す利潤率の低下，そしてこの利潤率の低下がもたらす……複雑な作用の結果として説明し

　た 。」（Ｐ５２７－５２８）

　つまり ，「実現問題」は利潤率の低下という本質の現象であるとし，恐慌と一般的利

潤率の傾向的低下の法則の関わりを以下のように強調し，結論づけるのである 。

　　「資本運動が利潤増大のみを目的とするものとなれぱ，資本運動の制限は，禾岨閏の減少以外に

　はない。利潤率の低下こそは，資本にとっ ての最大の制限である。そして資本運動が急激にその

　運動を停止させ破滅に瀕する経済恐慌は，この利潤率低下を契機として爆発する以外にはない」

　（Ｐ４１４）

　毛利は，こうして『資本論』第３巻第３編第１５章の第一節の理解を実現問題を扱った

ものと見る「断絶説」を批判し，実現問題は，本質としての一般的利潤率の傾向的低下

の法則の現象である，として「直結説」の立場にた った 。

（８９）
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　木村芳資［８１も毛利と同様に，「利潤率低下法則が恐慌の原因になるのは，いかな

る内容であろうか」と問題を提起する 。

　木村は，利潤量と利潤率の関係を軸として，抗争する諸能因の衝突から恐慌へと展開

する筋道を追求した。この見解は，　般的利潤率の傾向的低下の法則か恐慌の原因であ

るとして明確に「直結説」に組してはいるが，利潤率と利潤量の抗争関係を問題とする

意味では，競争論的再編という展開の可能性を残していた 。

　逢坂充１９１も利潤率低下法則と恐慌のかかわりを重視し，活況蜘こおいて減価に至

るということか「恐慌の諸可能性から，その現実性への転化の基本的論拠を解く鍵にち

かいない。」（Ｐ１７３）とのへ，過剰資本の理論的根拠を「減価」に求めた 。

　この説は，「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の「外観上の矛盾」と「内的な矛盾」

の理論的相違を強調し，「直結説」と「断絶説」の両極端を乗り越える，すぐれた視点
　　　　　３）
を提出した 。

　以上，戦後の恐慌論研究を「直結説」と「断絶説」にわけて整理してきたが，そこか

ら提出される恐慌論展開における重大論点を，項をあらためて問題にしよう 。

　　１）ｒ断絶説」とｒ直結説」との区別については松岡寛爾ｒ利潤率の傾向的低落の法則と産業

　　　循環」『法経論集』第１７巻第４号，１９６９年，にならっ た。 そこではこの二つの説とともに ，

　　　第三の説「次元の相違説」をあげ，「資本構成高度化にもとずく利潤率低落は，具体的な産

　　　業循環の奥底にあ って，幾つもの循環周期を通じてのみあらわれるが，他方では，恐慌と一

　　　定の関係をもつ」（Ｐ３）とのべ，これが自己の立つ「次元の相違説」の立場であるとして

　　　いる。またそこでは海外の恐慌論研究を整理するなかで，「直結説」の代表としてヒルフ

　　　 ァー ディソグおよびドッ プを，［断絶説」の代表としてスウィージー をあげている。筆者の

　　　見解は，これまでみてきた三つの立場とも違う ，第四の立場であり ，いわば，「法則の内的

　　　諸矛盾の展開説」とでもいうへき立場である 。

　　　　 この立場の正しさを証明するためには，まず，本稿で問題とするように，［資本論』第３

　　　巻第３編第１３章「法則そのもの」における「外観上の矛盾」が何であり ，それに対して ，

　　　『資本論』第３巻第３編第１５章ｒ法則の内的諸矛盾の展開」で問題となるｒ内的矛盾」が ，

　　　先の「外観上の矛盾」と ，どう異なるのか？ということが明らかにされなけれぱならない 。

　　　　藤塚知義『恐慌論体系の研究』日本評論杜，１９６５年，はこの時期にあ ってｒ直結説」の立

　　　場からの恐慌論の展開である 。

　　　　「恐慌論体系の基礎的部分の理論構成においては，第三編の利潤率の傾向的低下の法則に

　　　　　 ・・恐慌の必然性の論理をみることができる 。」（Ｐ６７）「したがって利潤率低下の法則の理

　　　解には，この生産力の発展＿生産方法の変革によって引きおこされる価値の変革（価値の減

　　　少）が，いかに行なわれ，いかなる作用をもつか，を検討しなけれぱならない。つまり利潤

　　　率の低下は，この価値変革を通じて行なわれ，この価値減少の過程において諸矛盾の発現が

　　　みられると考えなけれぱならない。」（Ｐ８７）このように述べ，［価値革命』をとうして「利

（９０）
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　潤率の傾向的低下の法則」が恐慌として「発現」すると結論した。また，次のようにも論じ

　ている。「利潤率低下法則そのものを，ＩからＩ ’を経てＨにいたる転化を表現するものと解

　するなら，そしてこのように解しつつ前記の内的矛盾の開展を見るならば，この法則が生産

　力発展の表現であるとともにその制限の表現であり ，資本主義的生産の基本矛盾の表現であ

　っ て， 恐慌の要因をはらむことが理解されるのではないだろうか。いわぽ，比楡的に言えぼ ，

　恐慌は利潤率低下が全面的に発現する瞬間であるといえよう 。」Ｐ９３－９４。ここで説明されて

　いるＩ ，Ｉ
’，

Ｈは次のような表式である 。

　　　　Ｉ　１００ｃ＋１００ｙ＋１００ｍ，　　　　　　　 Ｐ＝５０％

　　　　Ｉ １２００ ｃ＋１００ｖ ＋１００ｍ＋１００△ｍ，　　（△ｍは特別利潤総計）

　　　　ｌ１　２００ｃ＋１００ｖ ＋１００ｍ，　　　　　　　 Ｐ＝３３％

　　 この見解は恐慌と価値革命を結びつける点で「断絶説」と「直結説」の両極端を乗り越え

　る方向性を指向したが，その問題は利潤率低下法則とは十分に結び付けられなか った。価値

　革命に関しては，松岡寛爾「周期的価値革命の基本構造」『経済評論』 ，１９６１年６月号，参照 ，

　この中で松岡寛爾は「価値革命」（ｄｉｅ　ＷｅｒｔｒｅｖＯ１ｕｔｉＯｎ）という範曉は，『資本論』において

　１３回使用されていると述べている。また限定語を伴 った使用として，（Ｄ周期的価値革命
　（ｄｉｅ　ｐｅｒｉｏｄｉｓｃｈｅ　Ｗｅｒｔｒｅｖｏ１ｕｔｉｏｎ）　現実的または推測的価値革命（ｄｉｅ　ｗｉｒｋ１ｉｃｈｅ　ｏｄｅｒ

　ｖｅｍｕｔｅｔｅ　Ｗｅ血ｅｖｏ１ｕｔ１ｏｎ）　現実的価値革命（ｄ１ｅ　ｗ１ｒｋ１１ｃｈｅ　Ｗｅｒｔｒｅｖｏ１ｕｔ１ｏｎ）をあげてい

　る。　は実際に発生した価値変動というよりも ，むしろ商品なり貨幣なりの絶対的価値変動

　を意味している。ｒ価値革命」を恐慌と結びつける見解に対して，井村喜代子ｒ恐慌論」（Ｐ

　１２７）『「資本論」研究史』ミネルヴ ァ書房，１９５８年，は「価値変革」のすべてを恐慌に求め

　ることは問題であると指摘している 。

２）林直道の力作と並んで，この時期に，利潤率低下法則との関わりを重視して独自の恐慌論

　を展開した秀作として，吉村達次『恐慌論の研究』三一書房，１９６１年種瀬茂『競争と恐慌』

　有斐閣，１９８６，松岡寛爾，前掲，１９６９年，論文かある。吉村達次は，景気循環過程の原型を ，

　再生産の法則と利潤率均等化法則の二律背反が表現形態を受け取る，価値と価格の矛盾のレ

　ベルにおいて問題とされなけれぱならないとのべ，その矛盾が，利潤率の低下法則に現われ

　る矛盾の展開形態として描かれるという見地から，『資本論』第３巻第３編第１５章の重要性

　を主張した。種瀬茂ｒ一般的利潤率の傾向的低下の法則」前掲所有，はヒルファー デングの

　見解に対して，「価格騰貴の持続をむしろ固定資本の長期『建設期間』に起因するもの」（Ｐ

　７４）とし，需要増大の原因が，好況を通じて持続してゆくことの論証を，固定資本の自然

　的性格に起因させ，「好況期において累積される不均衡は部門間の不均衡」（Ｐ７５）に求めら

　れていると批判し，研究の方向を，個 々の資本が特別利潤を求めて行なう新技術の採用によ

　る再生産と蓄積が，いかなるプ ロセスをたどって杜会的需要の不均衡を生み出すのか，とい

　う問題解明に向けなけれぼならないとと述べる。そしてこのことの解明が，「一般的利潤率

　の傾向的低下の法則，の循環過程，および，恐慌の現実性への具体化にとって，もっとも重

要な理論的基礎を与えるであろう 。」（Ｐ７６）と主張した。松岡寛爾，前掲論文，は，利潤率

　の低下法則が，何回かの循環の過程のあとで，はっきりあらわれるとのべ，コンドラチ ェフ

長期波動と ，一般的利潤率の傾向的低下の法則とを結びつける，注目すべきモデル分析を行

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１）



９２ 立命館経済学（第３８巻 ・第１号）

　な った。ここまで論じてきたところの，１９５０年代後半から１９６０年代にわたっての，日本にお

　ける恐慌論の諸説は，今日まで十分に注目されてきたとは言えない，と思われる。日本にお

　ける恐慌論研究の流れの把握については，「商品過剰論」と「資本過剰論」の対立関係に限

　定してではあるが，拙稿ｒ噛品過剰論』と［資本過剰論』の発生 ・発展 ・消減」丁経済科学

　通信』５８号，１９８８，を参照して下されぱ幸いである 。

３）逢坂充ｒ再生産と競争の理論』梓出版杜，１９８４，は次のように述べる。「一般的利潤率の

　傾向的低下が労働の杜会的生産力の発展から生じる限りにおいて，それはｒ二重性格」（利

　潤率の低下と利潤量の増大　　筆者）を内包しており ，そしてこのｒ二重性格」が貫徹する

　過程こそは，まさに資本の加速的蓄積過程に他ならないこと…… 」（Ｐ１３２）。 そして，資本

　の加速的蓄積過程が，「外観上の矛盾」から出てくる唯一の契機であるかのように指摘する 。

　そこから，「外観上の矛盾」と内的な矛盾の関係を，次のように把握する 。「第１３章の論理と

　して解明された上のような内容の加速的蓄積過程は，しかしなから，盾の一面であったと言

　わねぽならない。…… といった問題が他の一面として含れているように思われるからである 。

　つまり換言して端的に言えぱ，このような資本の加速的な量的拡大に対して，じつは革新的

　な追加資本と旧来の既存資本とが，生産力の発展を杜会的に実現する上で何か質的な対立関

　係をふくんではいないだろうか，という問題である 。」（Ｐ１３２）このような見解は，第一に

　「外観上の矛盾」の内的な関連として解明された諸契機　諸条件を，加速的蓄積のみに一面

　的に限定して理解するという点で問題であり ，第二に，内的な矛盾の問題も資本の増価と減

　価の対抗関係として，これまた，一面的に把握している。第三に結局，資本の加速的蓄積に

　含まれる先の二面的法則をそれらの相互促進的進行の論理とみ，他方で，利潤率低下による

　恐慌や過剰資本の形成の論理をみて，この論理の両者が矛盾関係にある一個の法則であると

　理解している 。（Ｐ２９９）。 これと同じ表現であるが，［資本論ｊ第３巻第３編第１５章第一節の

　冒頭パラグラフ を引き合いに出して「一方は，利潤率の低下と加速的蓄積との相互進行，他

　方は同１二利潤率の低下と過剰生産や恐慌なとに象徴される資本主義的生産　蓄積の制限性 。

　とすれぱ，い ったいこの両方はそれ自体まさに矛盾した事象ではあるまいか。」（Ｐ１４０）と

　明快に述へている。ここでは一方で資本主義的生産の普遍性が論じられ，他方で資本主義的

　生産の制限性が論じられているからこの両者の関係が矛盾であるとする見解である。しかし

　この見解の矛盾するとされる二つのものの関係をよく見れぱ，実はこの関係は一方で蓄積が

　進展するにもかかわらず，他方で利潤率が低下して行くという両関係の間に矛盾を見いだし

　ているにすぎないことがわかる。いったいこの関係が矛盾であるならぱマルクスが論じた両

　者のあいだの「外観上の矛盾」たるものはいったい何であったのか？ということにならざる

　を尺ないだろう 。この問題を解決するためには，とうしても「外観上の矛盾」と「内的な矛

　盾」の違いについて明確にする必要があるのであり ，このことが先回りして言えぱ本稿の課

　題ということになるのである 。

　二　両説の問題点

　以上，一般的利潤率の傾向的低下の法則と恐慌の関連に関して，「直結説」と「断絶

説」の両説の展開過程を検討してきた結果として，マルクスの「般的利潤率の傾向的

（９２）
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低下の法則」論という視点に照らして，きわめて重要な論点となるのは次のことである 。

　すなわち，一方で，「直結説」であれば一般的利潤率の傾向的低下の法則を恐慌の何

らかの原因とみなさなければならず，他方で，「断絶説」であれぱ恐慌の説明を一般的

利潤率の傾向的低下の法則の内的な諸矛盾にではなく ，労働商品の特殊性や，資本制生

産の内的な＝諸矛盾なるものに求めなければならず，『資本論』第３巻第３編第１５章を
，

競争論的にか，信用論的にか改編し再編し再構成して読み込まねばならない。これはマ

ルクスの真意と異なるところである 。

　「断絶説」も「直結説」もどちらも ，マルクスが利潤率の低下と利潤量の増大の間に

ある外観上の矛盾や，両者が二面的法則であると述べることの意義について，恐慌論の

展開と関わらせて問題として提起したことはない。そしてこのことが，両説をそれぞれ

の極端な説に帰着させる原因とな ったのである 。

　『資本論』第３巻第３編第１５章「この法則の内的諸矛盾の展開」という章の意義を
，

とくに，利潤率の低下が恐慌の原因であると考える「直結説」の新たな立場からその第

二節「生産の拡張と価値増殖との衝突」の理解と関わって問題とした点で注目される毛

利明子［７１木村芳資［８１の諸見解においても ，第１５章の第一節，二節，三節の関連

のなかで，内的諸矛盾の展開がいかなるもので，「外観上の矛盾」とはどのように区別

され，また，第１３章の論理が現実の恐慌を理解するためにどのように役立つのか，とい

うことについては，それぞれ，明示的であるとはいえないのである 。

　本稿では，「はじめに」でも簡単にふれたように，「恐慌論」を展開するために決定的

に重要な論点である「法則の内的諸矛盾の展開」という問題をにらみながら，とりわけ ，

『資本論』第３巻第３編第１３章「この法則そのもの」で問題にされているｒ一般的利潤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
率の傾向的低下の法則」におげる「外観上の矛盾」がどのような位置付げと内容をもっ

ているのか，またこのことが，第１５章における「法則の内的諸矛盾の展開」とどういう

関連にあるのかを解明することを課題としている 。

　そのことの意義は，これまで検討してきた，一般的利潤率の傾向的低下の法則が，そ

もそも恐慌を生み出すような諸矛盾とどのような関係があるのか，という問題点と関わ

って，前節でみた「断絶説」と「直結説」の対立を乗り越えて，新たな恐慌論の展開基

軸を提出するための必要不可欠な前提になるということなのである 。

　たとえぼ，一方で，宇野弘蔵［３１が，利潤率の低下法則そのものには恐慌と結びつ

くような矛盾かないとのへる場合，それか第１３章で問題となる，　般的利潤率の傾向的

低下の法則を指しているのか，第１５章で問題となるそれを指しているのか，定かではな

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３）
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い。 またｒ断絶説」をとる，井村喜代子［６１も第１３章でのｒ利潤率の低下法則そのも

の」と生産力の発展過程で生じてくる「実玩問題」や「既存資本の減価」等は厳密に区

別すへきだとして，第１３章の論理と第１５章で問題となる矛盾はまっ たく無関係であると
　　　　２）
断定する。他方で，宇高 ・南１１１は「外観上の矛盾」を現実の矛盾とみて，そこでの

対抗関係のなかに第１５章の「内的諸矛盾」の問題をすへて流し込んでしまう 。すなわち

直感的に第１３章の「この法則そのもの」に現実の矛盾をみて，その矛盾が第１３章で問題

となる恐慌と深く関わる「内的諸矛盾の展開」と結びつくと考えたのが「直結説」であ

り， 逆に第１３章「この法則そのもの」には恐慌に関わる矛盾はないとみて ，第１５章で問

題となる，諸矛盾との関係を切断したのが「断絶説」であ った 。

　このような誤った問題設定から抜け出すためには，第１３章「この法則そのもの」で問

題とされる矛盾が，どのような性格をもっ ているのかということの解明，また，マルク

スの「一般的利潤率の傾向的低下の法則」は，全体としてどのような論理展開をとっ て，

資本主義に固有な矛盾を明らかにしようとしているのか，と問題を提起することが，決
　　　　　　　　　３）
定的に重要である 。

　　１）「しかし，他方では，与えられた一資本に対する剰余価値の，それゆえ利潤の，それゆえ

　　　また百分率で計算される利潤率の，絶対的減少を生み出す同じ諸原因が，杜会資本によっ て

　　　（すなわち資本家たち全体によって）取得される剰余価値それゆえ利潤の絶対的増大を引き

　　　起こす。それでは，このことは，もっばらどのように現われなけれぱならないか？このこと

　　　は，もっ ばらどのように現われることができるのか？または，どのような諸条件がこの外観

　　　上の矛盾（ｓｃｈｅｍｂａｒｅｒ　Ｗ１ｄｅｒｓｐｍｃｈ）のなかに含まれているのか？」Ｋａｒ１Ｍａｒｘ，Ｄａｓ

　　　Ｋ
ａｐ１ｔａ１，Ｂｕｃｈ皿 ，Ｄ１ｅｔｚ　Ｖｅｒ１ａｇ　Ｂｅｒ１ｍ，１９４７．１９６２，Ｓ２３１，［資本論』（９）杜会科学研究

　　　所監修，資本論翻訳委員会訳，新日本出版杜，１９８７，以下，Ｋ　ｍ～と略す，翻訳は，前掲 ，

　　　新日本版にならっ た。 このように引用されている，利潤率の低下と利潤量増大との間の ，

　　　「外観上の矛盾」と言う表現の他に，「ところで，同じ諸原因から利潤率の減少と利潤の絶対

　　　的総量の増加とが同時に生じるというこの二面的な法則（ｄｉｅｓ　ｚｗｉｅｓｃｈｌａｃｈｔｉｇｅ　Ｇｅｓｅｔｚ）

　　　は，どのような形態で現われなけれぱならないか？」（Ｋ皿Ｓ２３０）とマルクスが述べるよう

　　　な，利潤率の低下と利潤量の増大との間の，「二面的な法則」という表現も見当る。この表

　　　現は，何度か用いられている 。

　　２）井村喜代子は，『資本論』第３巻第３編第１３章ｒ一般的利潤率の傾向的低下の法則そのも

　　　の」と第１５章「この法則の内的諸矛盾の展開」の関連に関する問題点を，以下，四点にわた

　　　 って指摘している 。

　　　　０　いわゆるｒ実現問題」と一般的利潤率の傾向的低下の法則の関連に関して

　　　　　Ａ，　般的利潤率の傾向的低下の法則それ自体の作用と直接関連をもつのか？

　　　　　Ｂ ，それとも ，生産力の発展　資本蓄積の進展過程と関連を持つのか？

　　　　 このＡ，Ｂ ，両老を明確に区分せすに，「法則そのもの」と ，「法則の内的な諸矛盾」につ

（９４）
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　いて語ってきたという問題 。

　　　一般的利潤率の傾向的低下の法則に関する議論の大半が，・反対に作用する諸原因。

　のもとで，一般的利潤率の傾向的低下の法則をどう論証するか，という点に集中しており
，

　指摘されている問題が明確に意識されてこなか ったこと 。

　　　　一般的利潤率の傾向的低下の法則は，長期にわた って，傾向としてだけ作用するので
　あ って，利潤率の低下を利潤量の増大によっ てカパーしようとするような形で，直接個 、の
　資本家に意識されると考えることは，理論的に困難である 。

　　¢　一般的利潤率の傾向的低下の法則が資本蓄積増進の作用をするわけではなく
，有機的

　構成高度化にともなう一般的利潤率の傾向的低下→資本蓄積の促進→「実現」問題など第１５

　章固有の諸問題の深化，という関連で，第１５章固有の諸問題と ，一般的利潤率の傾向的低下

　の法則とを結びつけるのは理論的に困難である
。

３）このような論点を指摘したものに，逢坂充『再生産と競争の理論』梓出版杜，１９８４，Ｐ
　１３０，Ｐ２７２～３２３，がある。そこでは，『資本論』におけるｒ外観上の矛盾」についてのマル

　クスの指摘について，「それ自体が深い含蓄をもつ問題だが，さらに「現実の矛盾」や，「論
　理的矛盾」，そして両者の関連を理解するうえでも ，それはきわめて重要である 。」と述べら
　れてし ・る 。

第二節　法則の「外観上の矛盾」

　一　剰余価値率一定の仮定について

　一般的利潤率の傾向的低下の法則とは，資本主義的生産様式が進展する過程において
，

可変資本に比して不変資本が漸次的に増大し，剰余価値率が上昇する場合でも ，総資本

に比べての剰余価値の比率，即ち資本の利潤率は段階的に低落せざるをえないという傾

向法則である。一般的利潤率の傾向的低下の法則は「資本主義的生産の現実的傾向を表

現」しており ，「労働の杜会的生産力の累進的発展を表す，資本主義的生産様式に特有

な表現に他ならない」 。

　この法則を否定することは，労働の生産力の発展を否定することによっ てのみ可能で
あり ，資本主義的生産様式の本性を観念的にのみ否定することによっ て可能である。一
般的利潤率の傾向的低下の法則に対する批判の核心は，マルクスの見解は剰余価値率一

定を仮定しているため，一応成り立っているように見えるが，その仮定をはずすならば
，

利潤率がどのように変化するかは不確定となり ，一般的利潤率の傾向的低下の法則は論

証されえないことになるとするものである。はたしてこのような批判は一般的利潤率の

傾向的低下の法則にとっ て正当な批判となるであろうか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９５）
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　このような疑問に対して，松石勝彦［１０１は次のように回答する。「古典派が剰余価

値率（剰余価値）と利潤率（利潤）とを混同し，賃金上昇による剰余価値率の低下から利

潤率の低下を説明したからであ った。そこでマルクスの課題は，剰余価値率と利潤率が

ｒ数的のみならず概念的にも本質的にも」（ＭＥＧＡ，皿／３．５１６０１項）異なることを論

証したうえで，たとえ剰余価値率を一定だとしても ，資本の有機的構成の高度化によっ

て利潤率は低下することを論証することにあ った。利潤率低下の根本原因が資本の有機

的構成の高度化にあることを示すためには，まずもっ て剰余価値率を一定とし，中立化

すればよいのである 。」（Ｐ２５９）この見解は，資本の有機的構成の高度化は必然的に相対

的剰余価値生産の発展を示しており ，それゆえ，その中には当然剰余価値率の上昇が含

まれているのだから，剰余価値率の問題とそもそも切り離せないではないか？という疑

問にこたえられないであろう 。

　そこで筆老は次のように問題を提出したい。労働の生産力の発展の一表現である「一

般的利潤率の傾向的低下の法則」そのものは，労働の生産力の発展が，剰余価値生産の

あり方の変化によっ てなしとげられるという意味では，当然，剰余価値率の変化を前提

しているのである。それでは何故マルクスは，当然変化しているはずの剰余価値率を一

定において，「一般的利潤率の傾向的低下の法則」を問題としようとしたのであろう

か？この疑問を解くためには，利潤率のカテゴリーと剰余価値率のカテゴリーの関係と

して問題を整理しなげれぱならない 。

　利潤率のカテゴリーは，剰余価値率のカテゴリーからの転化によっ てあたえられたの

であり ，そのような意味で，剰余価値率のカテ コリー は， 利潤率のカテ コリーに対して

本質的な　実体的な意味を帯ぴてくる。すなわちそのような本質的　実体的なカテ コリ

ーを不変と仮定しておいて，現象のカテゴリーが表現する，ある傾向性なり法則性を明

らかにするという課題がマルクスの視点としてまずあった。そして一方での利潤率の低

下ということに対して，他面ては利潤量か増大するということか前提されるとすれぱ ，

このような事態は，いったいどのような形態で現われなけれぱならないか？　また，そ

れらはどのような諸条件 ・諸契機が潜んでいるのか？とマルクスは問題を提出してゆく 。

すなわち，このようにみてくれば，剰余価値率一定の仮定というのは，利潤率および利

潤量といった，剰余価値率からみれぱ現象のカテゴリーに属する事柄から生じる矛盾を

導きだすための，問題設定上，必然的な前提だったといえるのである。このことは，マ

ルクスの叙述の方法と関わ って，本稿の課題である「外観上の矛盾」の問題と深く関係

　してくる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９６）
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　二法則のｒ外観上の矛盾」について

　さてそれでは，問題の核心部分に突入することにしよう 。それは，　般的利潤率の傾

向的低下の法則におげる「外観上の矛盾」についての問題である
。

　　 「しかし，他方では，与えられた一資本に対する剰余価値の，それゆえ利潤の，それゆえまた

　百分比で計算される利潤率の，絶対的減少を生み出す同じ諸原因が，杜会資本によっ て（すなわ

　ち資本家たち全体によっ て）取得される剰余価値それゆえ利潤の絶対的総量の増大を引き起こす
。

　それでは，このことは，どのように現われなけれぱならないか？このことは，もっ ばらどのよう

　に現われることができるのか？または，どのような諸条件がこの外観上の矛盾のなかに含まれて

　いるのか？」（Ｄａｓ Ｋａｐ１ｔａ１皿 ，Ｓ２３１，新日本版（９）Ｐ３７７－３７８）

　マルクスによる，利潤率低下と利潤量増大の間の「外観上の矛盾」（・・ｈｅｍｂ・・ｅ・ Ｗ１ｄ・・

・ｐｍ・ｈ）とは，いったいどのような意味での矛盾なのであろうか？　このことを明らか

にする前に，利潤率と利潤量の両者の関係について，マルクスによってまえもっ て明ら

かにされていること ，また前提されていることを整理しておこう
。

１）利潤率の低下と利潤量の増大は二面的法則である
。

　　 「利潤率の累進的下落の法則，すなわち，生きた労働によっ て運動させられる対象化された労

　働の総量に比べての，取得される剰余労働の相対的減少という法則は，決して次のことを排除す

　るものではない。すなわち，杜会的資本によっ て取得される剰余労働の絶対的総量が増大すると

　いうことと ，ならびに，個々の資本家の指揮のもとにある諸資本が，ますます増大する総量の労

　働，それゆ又ますます増大する総量の剰余万働を指揮する　　ということか，それてある 。」（同
　上Ｓ２２６，Ｐ３７０－３７１）

　　 「同じ諸原因から利潤率の減少と利潤の絶対的総量の増加とが同時に生じるというこの二面的

　な法則は，どのような形態で現われなけれぱならないか。」（同上Ｓ２３０，Ｐ３７６）

２）この二面的法則は，蓄積過程における，労働の杜会的生産力の発展から生み出され

る。

　　 ｒ般的利潤率の累進的な低下の傾向は，尻働の杜会的生産力の累進的発展を表す，資本主義

　的生産様式に特有な表現にほかならない。　　資本主義的生産様式が進展するうちに，　般的な

　平均剰余価値率か，下落してゆく　般的利潤率に表現されさるを元ないということか，資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）　的生産様式の本質から一つの自明な必然性として示されているのである 。」（同上Ｓ２２３，Ｐ３６４）

　　 「杜会的万働の生産力のこの同じ発展　　総資本に比へての可変資本の相対的な減少およぴそ

　れゆえ加速される蓄積とな って現われるこの同じ諸法則…… 一この同じ発展が，一時的な諸

　変動を度外視すれば，使用総労働力のいっそう大きな増加とな って現われ，剰余価値それゆえ利

　潤の絶対的分量のいっそう大きな増大とな って現われる 。」（同上Ｓ２３０，Ｐ３７６）

３）この二面的法則は，杜会的総資本の見地から見た法則である
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７）
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　　「生産過程および蓄積過程が進展すれぱ，取得可能な，また実際に取得される剰余価値の総量 ，

　それゆえ杜会資本によって取得される利潤の絶対量は，増大せざるをえない。しかし，生産およ

　び蓄積のこの同じ諸法則は，不変資本の総量とともにその価値を，生きた労働と交換される可変

　資本部分の価値よりもますます急速に累進的に増大させる。こうして同じ諸法則が，杜会資本に

　ついては，増大する絶対的利潤量と下落する利潤率とを生み出す。」（同上Ｓ２２９，Ｐ３７４）

４）利潤率の低下にもかかわらず，利潤量は増大しうるというだけでは不十分であり ，

増大せざるをえないといわねぱならない 。

　　「このように，資本によっ て使用される労働者の総数，したがって資本によっ て運動させられ

　る労働の絶対的総量，それゆえ資本によって生産される利潤の絶対的総量は，利潤率の累進的下

　落にもかかわらず，増大しうるし，また累進的に増大しうる。単に増大しうるというだけでは十

　分ではない。資本主義的生産の基盤の上では，　　　時的な変動を度外視すれは一増大せさる

　をえないのである 。」（同上Ｓ２２８，Ｐ３７３）

　さて以上のような，四点にわたる前提の検討によっ て以下のことが明らかにな った ，

すなわち，利潤率の低下と利潤量の増大という二面的法則は，労働の生産力の発展とい

うおなじ原因から生み出された，杜会資本の見地からする法則であり ，資本主義的生産

様式のもとでは，利潤率の低下にともなう利潤量は増大せざるをえないということであ

る。

　それでは，このような前提のもとに，一般的利潤率の傾向的低下の法則に現われる

「外観上の矛盾」の性格について明らかにしていこう 。

　マルクスは，この問題にかかわって先の引用文のなかで問題を二点指摘している 。

　それは第一に，このような外観上の矛盾はどのような形態で現われなけれぽならない

か， また，現われざるをえないか，ということであり ，第二に，その外観上の矛盾に含

まれている諸条件 ・諸契機はいかなるものであるか？という点である 。

　まず第一の問題については，次のように考えられる。「外観上の矛盾」の玩われ方 ，

その形態は，たとえぽ利潤率が二分の一に低下するとすれぱ，総資本が二倍に増大しな

けれぱその前と同様の利潤量を獲得できないという意味で，利潤率の低下速度を上回る

総資本の増大が必要であるということであり ，それは，資本の加速的蓄積として現象す

るのである 。， それゆえ，一般的利潤率の傾向的低下の法則そのものの理解として示さ

れた，総資本に比しての可変資本の相対的減少という事態は，逆に，使用する労働者の

総数を増大させ，剰余価値それゆえ利潤の絶対量を増大させることになる 。

　つづいて第二点であるが，「外観上の矛盾」に含まれている諸条件とは，不変資本総

量に比しての可変資本総量の相対的減少には，増大する労働者人口が含まれているので

（９８）
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あるから，このことは相対的過剰人口の存在を前提しているのであり ，このことは同様

に過剰資本の存在をも ，相対的過剰人口の存在と同様に，「外観上の矛盾」に含まれて

いる諸契機として前提しているということなのである
。

　マルクスは，この「外観上の矛盾」の問題について以下のように結論づけている
。

　「利潤の総量が二つの要因によっ て， 第一には利潤率によっ て， 第二にはこの利潤率

で使用される資本の総量によっ て規定されている，とするのは，同義反復にすぎない 。

それゆえ，可能性から言えば利潤総量は，利潤率が同時に下落するにもかかわらず増大

しうるとするのは，この同義反復の一表玩でしかなく ，それは一歩の前進にも役立ちは

しない。というのは，利潤総量が増大しないで資本か増大することも ，それどころか ，

利潤総量か減少してさえも資本か増大することも ，同様に可能であるからである 。１００

の２５％は２５になるが，４００の５％では２０にしかならない。しかし，もし利潤率を下落さ

せるその同じ諸原因が，蓄積すなわち追加資本も追加労働も運動させて追加剰余価値を

生産するとすれば，さらにまた，他方，もし利潤率の単なる低下が，不変資本増大，そ

れゆえもとの総資本が増大しているという事実を含んでいるとすれば，その場合にはこ

の全過程は神秘的なものではなくな ってしまう 。」（同上Ｓ２３４，Ｐ３８２）

　このようにマルクスは，外観上矛盾する二つのものの間の内的な連関を説明する
。一

般的利潤率の傾向的低下をうみだす同じ諸原因が，利潤総量の増大を引き起こすことが

示されたわけであるが，このことは，利潤率が減少するのと同時に利潤量が増大する可

能性をごまかしてしまう古典派経済学（たとえばリカードなど）に対する批判ということ

であ った。労働の生産力の発展は，一方で，利潤率の低落として現われ，それは結果と

して，資本に危機感を与え，蓄積を減退させるような効果および作用をあたえるが，し

かし他方で，同じ過程は，利潤総量を増大させることによって，資本主義的生産様式を

鼓舞し，蓄積を促進させるように作用するのであるから，労働の生産力の発展という一

つの主語にたいして，利潤率の低下と利潤量の増大が蓄積にあたえる効果は，論理的に

矛盾してくる 。

　両者の矛盾した性格は，両者が相反した作用を及ぽすことになるのだから，一つの論

理的矛盾として表現されていることになる。このことが一般的利潤率の傾向的低下の法

則に現われる「外観上の矛盾」にほかならない。この利潤率の低下法則における「外観

上の矛盾」は資本主義的生産が順調に進むためには，生産力の発展にともなう利潤率の

低下をおぎなうだげの利潤量の増大がなけれぱならないという意味で，現実の矛盾を表

現したものではないが，実際のところ，資本主義的生産様式においては，利潤率の低下

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９９）
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をおぎなうだけの利潤量の増大が，順謝こ， また適切に行なわれるという保障はまっ た

くないのであ って，それは幾多の動揺と変動のなかで，長期にわたって調整されるにす

ぎない。要は資本が獲得できる利潤量のある範囲内に生産力の発展は押し止められなけ

れぱならないということであ って，これは，資本主義的生産様式の一限界を示している

「外観上の矛盾」であるといえる 。

　　１）利潤率低下法則に関する「外観上の矛盾」については，この箇所の他に，次のような叙述

　　　かある。「われわれはすでに，　般的利潤率の傾向的低下を生み出すその諸原因が，とのよ

　　　うにして，資本の加速的蓄積，それゆえ資本が取得する剰余労働（剰余価値，利潤）の絶対

　　　的大きさまたは総号の増大を引き起こすかを示した。競争においては，それゆえ競争当事者

　　　たちの意識においては，すべてのことがさかさまになって現われるように，この法則　　私

　　　が法則というのは，外観上矛盾（ｚｗｌｓｃｈｅｎ　ｚｗｅ１ｓｃｈｅｍｂａｒ　ｓ１ｃｈ　Ｗ１ｄｅｒｓｐｒｅｃｈｍｄｅｎ）する

　　　二つのものの間の，内的で必然的な右の連関のことである。一さかさまになって現われ

　　　る 。」（Ｓ２３５）

　　２）　ここで「限界」と述べているのは，内的な限界，およぴ「制限」というカテ コリーと区別

　　　して用いるという意味からである。この区別の意義に関しては，別稿に譲る。このような区

　　　別を示している論老に，岡田裕之「恐慌の複合モデルー商品過剰と資本過剰一（上

　　　中　下）」法政大学『経営志林」第１６巻第２ ，３ ，４号，１９７９－１９８０，（中）（Ｐ２０）かある 。

第二節　ｒ外観上の矛盾」と内的な矛盾

　一　マルクスと「外観上の矛盾」

　マルクスは「外観上の矛盾」という表現をどのように使用しているのであろうか。低

下法則の「外観上の矛盾」の性格をマルクスの用語の使用という観点から逆に考察する

ことによっ てさらに確実な理解に近づけておこう 。

　マルクスの『資本論ｊにおける「外観上の矛盾」とそれに類似した表境を以下のよう

にまとめてみた 。

（１）資本の　般的定式における外観上の矛盾

　　労働力商品が存在する諸条件を明らかにし，資本の　般的定式の媒介関係を明らか

　　にすれぱ解決する外観上の矛盾。問題設定上の「外観上の矛盾」である 。

　　 ｒ資本が富の特有の形態であり ，価値の力能［Ｐｏｔｅｎｚｌである以上，この形態，この力能は ，

　等価物が交換されるということを，すなわち，諸商品はその価値で，すなわちそれらに含まれて

　いる労働時間に比例して売られるということを基礎にして，展開されなけれはならない。他方で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００）



　　　　　　　利潤率低下法則における「外観上の矛盾」について（増田）　　　　 １０１

　は，このことは不可能であるように見える。もしＧ－Ｗ－Ｇにおいて，行為Ｇ－Ｗでも行為Ｗ －
　Ｇでも，等価物がお互いに交換されるのだとすれぱ，過程のなかにはいりこんだ貨幣よりも多く

　の貨幣が，どのようにして過程からでてくるというのであろうか。…… それは事実上，貨幣 ，

　（あるいは商品　　というのは，貨幣は商品の義化された姿にすぎないのたから一）が，そも

　そもある価値額が，いかにして資本に転化するのか，資本はいかにして成立するのか，という問

　題である。問題のなかにある……外観上の諸矛盾は…… 」（マルクス『資本論』草稿集４ ，大月

　書店）「貨幣の資本への転化 ・ノート１」（Ｓ２３，Ｐ３５－３６）

　ここで論じられている「外観上の矛盾」は，労働力商品が存在する諸条件を明らかに

し， 資本の一般的定式の媒介関係を明らかにすれぱ消え去ってしまう ，現実の矛盾を表

現しない論理的矛盾である。資本の　般的定式における外観上の矛盾は労働力商品が存

在する諸条件を明らかにし，資本の一般的定式の媒介関係を明らかにすれぱ解決する外

観上の矛盾。現実の矛盾を反映しない外観上の矛盾であるといえる
。

（２）資本主義的領有法則と価値法則の間の外観上の矛盾

　　単純な私的所有の法則は資本主義的領有法則への回転によっ て価値法則と矛盾する

　　 ような外観上の矛盾に陥るが，所有と労働の分離の根拠が価値法則と矛盾しない労

　　働力商品化による資本主義的搾取形態にあることが解明されれば解決される。この

　　 ような外観上の矛盾は現実の矛盾そのものではないが，本来同一であるはずの所有

　　と労働との関係が分裂することを説明するための媒介項を明らかにするための問題

　　設定上必然的な「外観上の矛盾」である
。

　資本蓄積と土地所有によって労働に対して労働条件が自立化するとともに，価値法則

にもとづく資本と労働との交換はその反対物に転化するということの内に含まれている

ｒ外観上の矛盾」について，マルクスが述べているのは次のことである 。

　労働力商品と資本との交換はその形態だけをとっ てＧ－Ａ－Ｗとしてみれぱ価値法則

となんら矛盾していないが，その資本主義的内容は労働力が商品となることによっ て与

えられているのであ って，Ｇ－Ｗ－Ｇ’の最初の貨幣Ｇが以前に搾取した剰余労働その

ものであり ，最後の貨幣Ｇ’も剰余労働を伴うことが条件とされるなら，単純な私的所

有の法則は資本主義的な領有法則へ乾回することになる。リカードを除く古典派の議論

は， 資本と労働の交換に属する「外観上の矛盾」それ自体が，すなわち資本主義的領有

法則の乾回という事態そのものが価値法則と矛盾するという考えに陥ったのであり ，そ

の矛盾は労働力商品を前提して，価値法則が資本と労働力の交換関係に貫徹しているこ

とを示せば即座に解決するだろう 。

（１０１）
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　ここでのｒ外観上の矛盾」は，ｒ労働条件が労働そのものに対して独立化するととも

に，一つの新しい転換，外観的には（そして実際には結果として）価値法則のその反対物

への急彰が生じること」（Ｔｈ・ｏ・１・ｎ　ｕｂ・・ ｄ・ｎ　Ｍ
・ｈ
・ｗ帥，Ｗ・了

ｋ・，２６１，Ｓ５９・全集版協余価

値学説史」第Ｉ巻Ｐ７４）である。この引用文に続けてマルクスは次のように述べる 。「リ

カードがＡ ・スミスよりすぐれているのは，この外観上の矛盾の，結果としては現実の

矛盾によっ て惑わされていないということである。」ここでマルクスが，「外観上の矛盾

の， 結果としては玩実の矛盾（ｄ１・・…　ｈ・ｍｂ・ｍ　ｍｄ
…ｕ１ｔ・ｔ１１・ｈ　ｗ・舳・ｈ・ｎ　Ｗ

１ｄ
ｅ・・ｐｍｃ

ｈｅ）」

と論じていることは，いかなる内容であろうか？外観上の矛盾＝現実の矛盾ということ

であろうか？マルクスが現実の矛盾と述べているのは，資本と労働との間の不等価交換

についてであり ，労働者が搾取されていると言う意味である。それに対して，「外観上

の矛盾」のはうは，資本と労働との不等価交換が価値法則と矛盾するという外観につい

てであるから，これは資本と交換されるのが，労働ではなくて労働力であり ，交換が価

値どうりに行なわれているという前提のもとで，商品生産の所有法則の資本主義的領有

法則への展開を説明すれぱ解決する「外観上の矛盾」である。だから，ここでの説明は ，

両者を同一であるとすることはできないのである。このように見える資本主義的領有法

則の回転はなんら価値法則とは矛盾せず，価値法則のうえに立脚する資本主義的生産様

式を直接脅かすようた矛盾ではない。それは労働力が商品となることによっ て生み出さ

れる，資本主義的な所有と労働との分離という ，資本主義的生産関係の内在的で必然的

な現象形態なのである 。

　そのような意味で資本と賃労働との交換に含まれている「外観上の矛盾」はそれ自体

「現実の矛盾」ではないが，本来同一のものが分裂して現われるという ，矛盾の基礎を

反映した（ここで矛盾の基礎といっているのは，たとえぱ単なる商品交換は，Ｗ－Ｗの統一された

交換であるが，実際にはＷ－Ｇ－Ｗとして　般的定式が描かれ，貨幣の介入によっ
て， 販売と購買

は分裂して現われることが，矛盾の基礎として論じられていることと論理上同一の内容であるとい

う意味である）認識上 ・論理上の矛盾なのである。この外観上の矛盾は矛盾の基礎を反

映しているが，それだけでは現実の矛盾ということはできないような矛盾である 。

（３）「収入が商品価値の源泉である」ということと「商品価値が収入の源泉である」と

いうことの間の外観上の矛盾

　　論理的に矛盾する両者の考えか生じてくる必然性を現実の資本蓄積過程の分析から

　　説明することによっ て解決される。すなわち所有と労働の同一性と分裂性の関係を

　　解明すれぱ解決される矛盾 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０２）
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　問題は第二巻第三編第十九章「対象についての従来の叙述」第二節（Ａ ・スミスにおけ

る交換価値のＶ＋Ｍへの分解）の中の原注（３９）において「この文章は，これ１までの連関で

はまえの文章とも直後の文章とも矛盾するようにみえるが，わたしはこれを原稿のまま

文字通りに掲げておく 。この外観的矛盾（・ｕｗ１ｄ…ｐ… ｈ・ｎ・・ｈ・ｍｔ）に以下の第四項

ｒＡ ・スミスにおける資本と収入』において解決される」とエンゲルスが述べている部

分である（ＫｕＳ３７２，新日本版（７）Ｐ５９２）。

　マルクスは個々の商品および杜会の年生産物を構成する総商品の価格および交換価値

か前貸可変資本価値（Ｖ）と剰余価値（Ｍ）に等しく ，それらは労賃 ・利潤 ・地代によ

って構成されているというスミスのドグマを批判する中で次のようにのべる
。

　　「そしてここでＡ ・スミスのぽかげた誤りは頂点に達する。彼は，商品の価値構成部分とそれ

　らに体現されている価値生産物の総額とを正しく規定し，次にこれらの構成部分がおなじ数のさ

　まざまな収入源泉をなすということを立証することから始めたのち，こうして価値から諸収入を

　派生さ蛙たのち，次には一そしてこのほうがかれには優勢な観念であり続けるが一逆のやり

　方をして，諸収入をｒすべての価値の構成部分』から丁すべての交換価値の本源的な諸源泉』に

　替えてしまい，これによっ て俗流経済学に広く門戸を開放したのである」（Ｋ皿Ｓ３７２，Ｐ
　５９１－５９２）

　この引用の部分がエソゲルスによっ てまえの文章と外観上矛盾しているとされた箇所

である。スミスは諸収入を，すべての交換価値の諸源泉にかえてしまっ たのであるから ，

さまざまな価値構成部分が諸収入の源泉をなすといったのでは論理的に矛盾してくると

エンゲルスは言っているのである。そこでエンゲルスが解決を示唆している第４節をみ

てみよう 。そこでマルクスはスミスが収入の理解について引き起こした外観上の矛盾に

ついてのべる 。

　　ｒここでＡ ・スミスにまっ たくの挫折を生じさせるものは，［収入ｊというカテゴリーである 。

　かれの場合には，さまざまな種類の収入が，年々生産され新たにつくりだされる商品価値の［諸

　成分』，すなわち構成諸部分をなすのに対し，他方では，逆に，資本家にとっ てこの商品価値が

　別れる二つの部分　　万働の購入のさしに貨幣彩態で購買された彼の可変資本の等価物と ，やは

　り彼のものではあるが彼にとっ ては何の費用もかからなかったもう一つの価値構成部分すなわち

　剰余価値　　は，収入源泉をなす。　　商品価値が収入の源泉になるのてはなく ，収入が商品価

　値の源泉になるのだとするこの取り違えに応じて，いまや商品価値は，さまざまな種類の収入か

　らｒ構成された』ものとして現われる 。」（Ｋ皿Ｓ３８１－３８２，Ｐ６０７－６０８）

　マルクスはスミスのこのような，商品価値が収入の源泉になるのではなく ，逆に収入

が商品価値の源泉になるという取り違えについて，スミスは商品生産一般を資本主義的

（１０３）
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商品生産と同一視し商品価値の分析を投下資本の等価物と剰余価値との比較の問題と見

ているため「この見地からお互いに比較される商品価値の諸断片が，こっ そり ，商品価

値の自立的『構成諸部分」に，結局は『いっさいの価値の源剃に転化される 。Ｊ（Ｋ皿

Ｓ３８８，Ｐ６１８）と批判している。これはスミスが「収入」を問題とする場合に剰余価値

の形成過程を見る見地を堅持できなかったというマルクスの批判であり ，このような立

場を堅持できなくて，「外観上の矛盾」におちいったスミスは，単に誤った考え方に陥

っていたのではない 。

　　ｒ流通に属するこの取引一労働力の売買一は，生産過程を準備するだけでなく ，暗黙のう

　ちに生産過程の独特な性格を規定する 。」（Ｋ 　ｎ　Ｓ３８４，Ｐ６１２）

　マルクスが説明するように，労働力の売買が生産関係そのものの再生産を作り出して

いくという資本蓄積上の現実の過程が，スミ刈こ対して，一方では商品価値が収入の源

泉になるとして，所有と労働の同一性を自覚させつつも ，他方で，収入が商品価値の源

泉になるとして，所有と労働の分離を肯定する 。

　このような誤りにスミスが陥ったのは，この矛盾を，「外観上の矛盾」として，論理

的な矛盾として，そのような矛盾が生じる必然性を，玩実の資本蓄積の過程から説明す

るという立場に立てなかったためである。すなわち，資本主義的生産様式を一つの独特

な生産様式として捉えられなかったということが原因なのである。このようにしてスミ

スは「俗流経済学」の理論的土俵を形づくる結果となるのである 。

　このほかに『資本論」第二巻第三編には「外観上の」とういう表現が散見される。た

とえぱ，「その生産にはなんらの労働も杜会によっ て支出されることなしに，新たな形

態で，新生産物として再現するかのような外観が生じる。」（Ｋ皿Ｓ４２９）「われわれは ，

順次，この問題のあらゆる可能な（少なくとも外観上可能な）解決，というよりもむしろ

問題そのものの諸設定を考察することにしよう 。」（Ｋ皿Ｓ４５２）ｒ外観上はもっとぱかぱ

かしい仮説だけであろう 。」（Ｋ皿Ｓ４５５）「このぱかぱかしさは外観上そう見えるにすぎ

ない。」（同上）「われわれは，この外観上の困難を解決するまえに，大部門Ｉ（生産諸手

段の生産）における蓄積と ，大部門皿（消費諸手段の生産）における蓄積とを区別しなけ

れぱならない。」（Ｋ皿Ｓ４８７）などである。最後に引用した「外観上の困難（ｄ１・・…　ｈ・ｍ

ｂａｒｅ　Ｓｃｈｗｍｇｋｅ１ｔ）」は「外観上の矛盾（ｄ・ｅ・・ｈｅｍｂａｍ　ｗ１ｄ…ｐｍ・ｈ・）」とは異な った表

現であるが，きわめて類似しているので節を改めて取り上げ検討してみよう 。

（４）蓄積と拡大再生産における「外観上の困難」

　　問題設定上の困難であって現実の矛盾を表現してはいないが，矛盾が発現する発展

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０４）
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　　した可能性を解明するための必然的な手続となる 。

　マルクスが指摘している「外観上の困難」というのは以下のことである。「貨幣は
，

商品を売っても後で買わないことによって，流通から取り出され，蓄蔵貨幣として積み

立てられる。したがって，この操作か　般的に行なわれるものと解するならは，買い手

かとこからくるのかわからないように思える。というのは，この過程では　　誰もがみ

な貨幣を蓄蔵するために売ろうとし，だれも買おうとはしないからである 。」（Ｋ皿Ｓ４８７ ，
Ｐ７９５）。 この外観上の困難を解決するためにマルクスは，大部門Ｉにおける蓄積と大部

門皿における蓄積とを区別するのであるが，大部門Ｉにおける蓄積の場合，第一に追加

不変資本部分はお互いの資本家同士が貨幣を支出し合うことによっ て蓄蔵貨幣の形成を

行ない徐々にに現実的蓄積を行なっていくという仕方で前貸し資本を回収していくこと

によっ て， 蓄蔵貨幣を形成する貨幣はどこからくるのかという問題を解決する。第二に

追加可変資本部分は新たに現実的蓄積に利用できる労働者はまえもっ て存在するという

ことで解決する。また大部門ｎにおける蓄積の場合，単純再生産を前提すれぱ，Ｉ（Ｖ

＋Ｍ）＝ｎＣでなくてはならない。それを以下のように仮定する 。

　　Ｉ ．　４０００Ｃ＋１０００Ｖ＋１０００Ｍ ＝６０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間総生産物価値９０００
　　ｎ ．　２０００Ｃ＋５００Ｖ＋５００Ｍ ＝３０００

　　　　Ｉ（１０００Ｖ＋１０００Ｍ）＝ｎ２０００Ｃ

　拡大再生産の場合，第Ｉ部門の資本家は自己の可変資本額と剰余価値額に等しい価値

の生産手段を第ｎ部門の資本家に売却して貨幣２０００を手に入れたが，そのうち５００分を

蓄積基金として蓄蔵するため第ｎ部門の５００分の消費手段が売れ残ることになり第ｎ部

門の資本家は前貸資本を回収できず商品の過剰生産が発生する。第Ｉ部門の貨幣資本の

過剰に対応する第皿部門での過剰生産となる。ここでは第皿部門の過剰を実現するため

の貨幣はどこからくるのかという問題か焦点となる。この問題を第ｎ部門の商品在庫と

いうことで解決しようとしても無理である。なぜならぱこのような在庫形成はＩ ・ｎ両

部門に言え，お互いに他を前提しているのであるから，一方がこの問題を無視するなら

ぱ他方も無視しなけれぽならない。また前年からの商品在庫は今年から差し引き，来期

への商晶在庫は今年に組み込むのであるから問題は同じことである。結局「避けられね

ぱならないこの困難に，われわれは単純再生産の考察の場合にはぶつからなかったとい

う単純な事情は，ただ諸要素Ｉの（再生産にかかわる）異なる組合喧に，すなわち，それ

なくしては一般に拡大された規模での再生産が行なわれないような変化した組合せにの

み起因する特殊な一現象が，問題であることを証明している 。」（Ｋ皿Ｓ５０１，Ｐ８１９）とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５）
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うことになる。このマルクスの説明が意味しているところは，単純再生産から拡大再生

産へ移行する場合の問題点は，それが決して単純再生産で与えられた量の変化というこ

とではないということ。そして価値の大きさから見れぱ単純再生産と同じであるが，単

純再生産で与えられた諸要素の質的規定の変化，すなわち「この変化が後続する拡大さ

れた規模での再生産の物質的前提」であることが解決すべき論点であったということで

ある 。

（５）価値の生産価格への転化における外観上の矛盾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　　必然的な媒介項をとうして転化の過程を説明すれぱ解決される外観上の矛盾 。

　それでは最後に，価値の生産価格への転化における「外観上の矛盾」の矛盾について

見ることにしよう 。マルクスが価値の生産価格への転化を論じた，ｒ資本論』第３巻第

２編第９章では，そこでの問題に対して明確に「外観上の矛盾」という表現を用いて ，

議論の対象としている箇所は存在しない。しかし「外観」という用語は使用されており ，

内容的にみて，「外観上の矛盾」を扱ったと言い得る所がある。それは以下の文章であ

る。

　　「従来の経済学は，価値規定を基礎として固持できるようにするために，剰余価値と利潤との ，

　また剰余価値率と利潤率との区別をむりやり捨象するか，そうでなけれは，現象面において目立

　つ前記の諸区別を固持するために，この価値規定とともに科学的態度のいっさいの基礎を放棄す

　るかしたという事情　　理論家たちのこの混乱こそは，競争戦のとりこにな ってその諸現象を少

　しも見抜かない実務屋の資本家が，外観を貫き通してこの過程の内的本質と内的姿態とを認識す

　ることではどんなにひどく無能でしかありえないかを，もっともよく示している 。」（Ｋ皿Ｓ１７８ ，

　新日本版（９）Ｐ２９０）

　生産価格は，外観上，価値法則と矛盾して見えるということから，たとえぱリカード

は利潤率の変化を剰余価値率の変化に解消してしまい，価値法則の修正としてのみ生産

価格を説明する。他方でスミスは両者をはらぱらに切りはなして論じ，両者の内的な関

連を顧みることはなかった。マルクスはリカードに対しては「それは必要な諸中間項を

飛ぴ越えて直接的な仕方で経済学的諸範晴の相互の整合を証明しようとするもの」（Ｍ土

皿Ｓ１６２，全集版Ｐ２１０）と批判し，スミスに対してはまた，ｒ両者がそれぞれ独立に行な

われるので，ここにはまっ たく矛盾する考え方が出てくる。その一方は，内的関連を多

かれ少なかれ正しく言い表わすものであり ，他方は，同じ正当性をもっ て， そしてなん

らの内的関連もなしに　　他方の把握方法とまっ たく関連なしに　　，現象として現わ

れる関連を言い表わそうとしている 。」（同上，同上Ｐ２１１）と批判している 。

（１０６）
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　マルクスの場合は，価値の生産価格への転化において，必然的な媒介項としての，可

変資本と不変資本の区別や，資本の有機的構成や，費用価格，および一般的利潤率の形

成等から，必然的な価値の現象形態としての生産価格を説明しているのであ って，そこ

に現われる「外観上の矛盾」は，現実の矛盾とは関係のない認識上 ・論理上の「外観上

の矛盾と言える 。

　以上『資本論』の範囲内での外観上の矛盾をみてきたが，これらすべての「外観上の

矛盾」に共通することは，第一に「外観上の矛盾」は現実の矛盾そのものではないとい

うことであり ，第二に古典派経済学が陥った現象の矛盾を解決するための問題設定上の

矛盾ということ ，第三に「外観上の矛盾」を解決するための媒介項を解明することによ

って解消する矛盾であること ，第四に論理的には解決のつく矛盾であるが現実の過程に

おいてはさまざまな姿を取ってあらわれてくる矛盾でありイデオ ロギー上では解消され

ない矛盾である 。

　二「外観上の矛盾」と内的な矛盾

　まずはじめに，本稿の三節の一でみた，マルクスのｒ資本論』レベルにおける「外観

上の矛盾」のあつかいかたと絡めて，利潤率低下法則における「外観上の矛盾」の性格

を再整理しておく 。

　労働の生産力の発展という同じ原因から生じる，利潤率低下と利潤量増大の問の「外

観上の矛盾」は，一方の契機は蓄積を減退させるように作用し，他方の契機は蓄積を促

進するように作用するように見えるという「論理的矛盾」の形式によっ て表現されてい

た。 これまでの展開によっ て， 両者の媒介項として加速的蓄積の過程における資本の有

機的構成の上昇に表現される不変資本に対する可変資本の相対的な減少，総資本の増大 ，

および ，， 相対的過剰人口 ，過剰資本，という諸条件 ・諸契機が見いだされた。このよ

うな媒介項，すなわち，内的な連関の必然性を見いだすことで，両者の間の「外観上の

矛盾」は，それ自体としては神秘的なものではなくなり ，「外観上の矛盾」は解消され

る。 この意味では，現実の矛盾そのものではない。しかし，「外観上の矛盾」の媒介項

として見いだされた諸条件 ・諸契機は恐慌を生み出してゆく蓄積過程の諸契機を含んで

し・ る。

　このように，利潤率低下法則における「外観上の矛盾」をみるならば，この「外観上

の矛盾」は，現実の矛盾そのものではないが，現実の矛盾を生み出していく ，資本の諸

契機を析出するためのものてあ ったという意味で，必然的な問題設定上の「外観上の矛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７）
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盾」の矛盾であるといえよう 。利潤率低下論におけるｒ外観上の矛盾」という用法も先

に整理した類似するマルクスの用法と同一であることが確認される。それはマルクスが

古典派経済学が陥った分析の不徹底を批判するための問題設定上の矛盾であり ，「外観

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
上の矛盾」に固執する見解を批判するためのマルクスの基本的な方法の一つである 。

　「外観上の矛盾」として捉えた，利潤率の低下と利潤量の増大という二面的な関係は ，

これまでの考察においては，利潤率の低下法則そのものに対して利潤量の増大が，外的

に対置されて，その相反する関係を問題としただけであ った。そこでは総資本Ｃに対す

る利潤（剰余価値）Ｍの関係が問題にされる。丁資本論』第１巻第７編第２３章ｒ資本主義

的蓄積の一般的法則」では論理の力点は可変資本 ｖと剰余価値Ｍの関係が資本蓄積の進

展と絡めて問題とされ，総資本Ｃや不変資本 ｃは剰余価値Ｍと関連して考察されなか っ

た。 不変資本 Ｃが増大してゆくことはそこでは所与とおかれていたのである。マルクス

は「般的利潤率の傾向的低下の法則」においてはじめて総資本Ｃと利潤Ｍとの関係を

問題にするのであ って，その中でも「第１３章」においては剰余価値率の変化とは直接に

に切り離してＣとＭとの関係を問題としているのである。ここから先に解明した「剰余

価値率一定の謎」の意義も出てくるのである。マルクスはＣとＭとの関係を純粋に考察

するために，まずは剰余価値率の一定としてその効果を問題から切り離すという分析的

方法を駆使しているのであ って，利潤率低下と利潤旦増大の関係においても両者を単に

外的に対置させて矛盾を見いだすのではなく ，分析的方法の活用によっ てひとまずは除

外されていた資本の諸契機を導入して問題を展開してゆかねぽならないのである。すな

わち，そのような外的な対置ではなく 、「般的利潤率の傾向的低下の法則」を資本の

蓄積過程にそくして，もっと内的に見なけれぱならない。内的というのは，利潤率の低

下と利潤量の増大との間の「外観上の矛盾」の内的関連として見いだされた諸条件 ・諸

契機が，現実に資本の蓄積過程で運動し，作用して，恐慌が生み出されていく諸過程
・

諸矛盾を分析的に明らかにしなけれぱならないという意味である。この「外観上の矛

盾」として現象している，資本の加速的蓄積過程は，　般的利潤率の傾向的低下の法則

の「内的な諸矛盾」が展開する過程として分析的に明らかにされなけれぱならないので

ある 。

　ここで本稿の第一節で提出された問題点に立ち帰って「外観上の矛盾」の性格を明ら

かにする意義を説明しておこう 。そこで問題とされた「断絶説」「直結説」は以下のよ

うに簡単に整理できる。「断絶説」は井村喜代子［６１や宇野弘蔵［３１のように第１３

章の論理とは切り離して第１５章の恐慌に関する所説を資本主義的生産の内的諸矛盾の

（１０８）



　　　　　　　利潤率低下法則における「外観上の矛盾」について（増田）　　　　　１０９

展開として問題とし，「直結説」は宇高 ・南［１１のように第１３章における利潤率低下

と利潤率量増大の二面的法則を矛盾とみることによっ て第三編全体を矛盾論として一貫

したものと主張した。この「断絶説」と「直結説」は両者ともマルクスの第三編におけ

る論理展開の方法という問題をネグレクトしたものである。本稿で問題としたように
，

第１３章における「外観上の矛盾」の内的な諸条件 ・諸契機が，第１５章においては「一般

的利潤率の傾向的低下の法則」の内的な諸矛盾を展開する資本の加速的蓄積過程の内的

な諸因子として，相互に抗争しあい闘争して恐慌を生み出してゆくというという問題に

つながってくる。第１３章の「外観上の矛盾」から第１５章の「内的諸矛盾」へという展開

の意味を解明することこそかマルクスの利潤率低下論と恐慌論とを統一的に理解する鍵

であり ，「断絶説」と「直結説」の対立を乗り越える新しい視点なのである
。

　それでは，この「外観上の矛盾」の諸条件 ・諸契機として示されえた、過剰資本や相

対的過剰人口は，どのようにして形成され，いかなる諸矛盾を生み出していくのであろ

うか，このことか，まさに「一般的利潤率の傾向的低下の法則」の内的な諸矛盾の展開

によっ て明らかにされる問題なのである 。

　マルクスは『資本論』第３巻第３編第１５章第２節においてこの問題を簡潔にまとめて

論じている 。

　　 「万働者人口を現実に増加させる諸動因一これは，杜会的総生産物のうち資本として作用す

　る部分の増加から生じる　　と同時に，相対的てしかなし過剰人口を作り出す作用諸因子も作用

　する 。

　　利潤率の下落と同時に，諸資本の総量カ：増大し，またこれと手をたずさえて玩存資本の価値減

　少が進み，この価値減少が利潤率の低下を阻止し，資本価値の蓄積に，それを加速させる動因を

　与える 。

　　生産力の増大と同時に，資本の構成の高度化，資本の不変部分に比へての可変部分の相対的減

　少が，進展する 。

　　 これらのさまざまな影響は，ときにはより多く空間的に並立し，ときにはより多く時間的に継

　起して，はっきり現われる。抗争し合う作用諸因子の衝突は，周期的に恐慌にはけ口を求める 。

　恐慌は，つねに，玩存する諸矛盾の一時的な暴力的解決でしかなく ，撹乱された均衡を瞬間的に

　回復する暴力的爆発でしかない。」（Ｋ　ｍ　Ｓ２５９）

ここでマルクスによっ て述べられていることは，次のようにまとめることができる 。

　まず労働の生産力の発展を伴う資本の蓄積過程においては，労働老人口を増大させる

要因と同時に，相対的過剰人口を生み出す要因が作用するということ 。次に，総資本の

増大と同時に，総資本の減価が生じるということ ，この過程は，諸資本の集中 ・集積の
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過程の進展によっ て， 利潤率の低下を促進させるとともに，大量の過剰資本を生み出さ

ずにはおかない。これらの要因は，利潤率に対して，一方はそれを増大させ，他方はそ

れを減少させるように作用するのであるから，相抗争する諸能因であるということにな

る。 利潤率の低下と利潤量の増大の二面的法則が恐慌の一可能性，資本主義的生産様式

の一限界を示しているという意味では，両者の関係が論理的矛盾で表現された「外観上

の矛盾」であるとしても ，それは現実の矛盾を表毘してはいない。しかし生産力の発展

は一方では労働者人口を増大させ，他方で，相対的過剰人口を創出を促進させる諸因子

を作用させるのであれぱ，またそのようにして生み出された相対的過剰人口は，こんど

は逆に，労賃を引き下げさ喧て，利潤率を上昇させるように作用するのであるが，この

後者の過程は産業循環の激動のなかで，諸矛盾の暴力的爆発の過程をとうしてのみ実玩

されてゆく 。この諸矛盾とは，一方で生産力の発展における労働者人口の増大は利潤率

を上昇させるが，他方で，同じ諸要因から生じる相対的過剰人口を創出させる諸因子は ，

利潤率を低下させるように作用するのであるから（不変資本についても同様），これは論理

的矛盾の形式で示された現実の矛盾に他ならない。生産力の発展という同じ過程が，自

己の制限を生み出していくから，それは「生きている矛盾」なのである 。

　　１）マルクスは外観上の矛盾を中間項の発見によっ て解決できない古典派経済学の見解を次の

　　　ように批判している。「般的な法則といっそう発展した具体的な諸関係との間の矛盾か ，

　　　 ここでは，中間項の発見によっ て解決されるのではなく ，具体的なものを抽象的なものに直

　　　接に従属させ，直接に適合させることによっ て解決されている 。」（肚皿Ｓ８３）

お　わ　り　に

　本稿で解明された「外観上の矛盾」の性格は，古典派経済学のそれに対する理解にさ

かのぽって学説史的に論証 ・補強される必要がある。マルクスは利潤率低下と利潤量増

大の間の「外観上の矛盾」を両者の「二面的法則」とも言いかえて論じている。この

「二面的法則」についての諸解釈が古典派経済学の利潤率低下論争の中心的問題点とな

っていたと筆者は考えており ，この問題に解答をあたえることか次稿の課題となる 。
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